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１．はじめに 

 実戦に即した防災訓練を繰り返し行うことは重

要である 1）．しかし，従来の防災訓練は単発で終了

することが多く，またそういった訓練を繰り返すこ

とによる効果も評価されていな現状がある． 

さらに災害時は，避難場所には様々な関係者の層

が存在するが，従来の学校や企業での防災訓練は，

単一の関係者層だけで行われており，多層化による

変化や効果は評価されていない． 

これらを踏まえ，本研究では，宮城県亘理町で試

みられた 1）防災訓練を繰り返すこと，2）訓練参加

者を多層化すること，によって生じる変化・効果を

明らかにすることを目的とする． 

２．研究手法 

本研究は，東北地方太平洋沖地震による津波の被害

を受けた宮城県亘理町を対象にした．同町では，2013

年度から 2015 年度にかけての 3 年間，先進的な津波

避難訓練を全町一斉に行っている．本研究では，こ

れらの 3 年間の訓練の結果を比較・分析した．3 年間

の訓練の概要を表-1 に示す． 

本研究では，1）避難直後の避難者全員，2）訓練

終了から数日後の代表者にそれぞれ異なる内容の質

問紙調査を行った．1）の質問紙では，年齢・性別・

避難場所へ到着した時刻・避難手段などを調査し，

その結果を統計分析した．2）の質問紙では，避難場

所運営の責任者や小中学校の防災主任の先生などの

代表者から，訓練についての意見を自由記述によっ

て回収し，内容を単位量に分けた後，KJ 法を用いて

内容分析を行った． 

３．分析結果 

(1) 避難完了時刻 

2013 年度と 2015 年度の避難場所に到着した人 

表-1 防災訓練内容の各年比較 

 

 

 

図-1 避難完了した人数と経過時間の関係 

 

数と訓練開始からの経過時間の関係を図-1 に示し

た．2013 年度の訓練では，主に東北地方太平洋沖

地震にともなう津波の浸水範囲の地域住民を対象

としていたため，2015 年度も同範囲の住民の結果

だけを用いた．訓練では，地震発生から 30 分後に

津波が到達するという想定で行われていたので，

30 分以内に避難を完了している人数の割合を比較
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(b) 2015 年度 

90.6％ 

96.2％ 



した．2013年度の結果は 90.6％，2015年度は 96.2％

と同時刻に避難完了した人数の割合が増加してい

る．このことは，訓練を繰り返すことによって，

避難開始時刻が早まった，もしくは，より迅速な

避難ができるようになった可能性を示している． 

 (2) 小中学生の安否確認 

2014 年度 2）と 2015 年度の小中学生の安否確認

訓練の結果を図-2 に示す．両年度ともに，小中学

生が下校中避難することが想定されており，最寄

りの一時避難場所もしくは小中学校に避難するこ

とになっていた．各避難場所で確認された安否情

報は，小中学校を経由して役場に2回伝えられる．

図-2 は，その 2 回の報告を訓練開始からの経過時

間で比較したものである．図-2 から，小中学校の

同経過時間（40 分後）における安否確認割合が，

2014 年度に比較し，2015 年度では向上しており，

学校が児童・生徒の安否を確認するために要した

時間が短縮されたことを示している．これは，小

中学校において安否確認訓練を繰り返し行うこと

で，確認する効率が向上している可能性を示して

いる． 

(3) 自由回答の結果 

2014 年度と 2015 年度の訓練後に行った自由記

述の調査の項目を，KJ 法で「改善を要すること」

として分類・ラベリングした結果を図-3 に示す．

「改善を要すること」は，2014 年度は全 20 項目

88 件であったのに対し，2015 年度ではさらに 31

項目が加わり，全 51 項目 216 件となった．このう

ち，新規 31 項目は 122 件であった．これは，2014

年度は参加していなかった，避難場所運営スタッ

フや小中学生を除く地域住民が参加し，参加者が

多層化することで得られた結果である．この結果

は，参加者を多層化することによって，新たな問

題点を見つけられる可能性があることを示してい

る． 

４．おわりに 

本研究では，以下の結論が得られた． 

1) 訓練を繰り返すことは，避難完了時間や安否確

認時間を短縮することができる可能性がある． 

2) 訓練参加者を多層化することは，より多くの問 

 

(a)小学校平均           (b)中学校平均 

図-2 小中学生の安否確認と経過時間の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 改善を要すること（年度比較） 

 

題点を多角的に示すことができる可能性がある． 

 今後の課題は，さらに訓練を継続した場合，参加

者の層を増加させた場合にも，同様の結果が得られ

るかを明らかにしていくことである． 

謝辞：訓練参加された地域住民の方々，訓練を企画し運営さ
れた亘理町役場の職員の皆様に心より感謝申し上げます． 
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訓練に参加する人が圧倒的に少なかった

災害を経験していない人は訓練に参加した人が少なかった（温度差）

避難行動要支援者（高齢者等）の参加が少なかった

転入者への声がけが不足し，転入者の参加が少なかった

子どもの参加が少なかったり，積極的ではない地域があった

用意していた安否確認のための名簿・様式には様々な問題があった

安否確認の報告・連絡がスムーズに行えなかった

高齢者・避難行動要支援者の避難方法，安否確認方法を改める必要があった

不在宅や日中家を空ける人，共働き世帯の安否確認の方法がわからなかった

メール登録率が100％に達しておらず，また確認メールの返信率も低かった

多人数の子どもの安否確認は大変だった

緊張感がなく，ふざけあっている生徒が目立った

アンケート用紙の配布・回収が困難だった

いろいろな訓練が多くなると，人員が不足する

備蓄が整備・整理されていなかった

学校で，教員の児童・生徒の様子をのモニタリングができていなかった

学校教員が緊急時連絡用の電話等の設置場所がわからなかった

参加者の待機時間が長くなるときの対応がない地域があった

混雑している避難場所があり，そういった所では支持の声が通りにくい

一度にやらなければいけないことが多く，迅速に対応することができなかった

発電機等，初めて使う機器を使用するのに手間取った

炊き出しが不足し，受け取れない参加者が出てしまった

実際の災害の場合，このようにスムーズに遂行できるのか

学校の先生が子ども達を整列させていた

避難経路中に，避難行動要支援者への配慮が無いところがあった

避難経路に，交通量が多い，幅員が狭い等，危険な場所がたくさんあった

手作りの津波避難誘導サインがその後の台風等で破損してしまっている

避難場所の出入り口では，誘導が適切に行えず，混雑が発生４してしまった

非常持ち出し品を持参する人は少なかった

大きな災害の経験が，災害への切迫感が薄れさせている

各家庭が個別に訓練に参加するだけで，近所や地域でのまとまりがなかった

地域に頼らない学校独自の訓練も必要である

下校時だけでなく登校時の訓練の必要性を感じた

保護者の訓練参加の必要性を感じた（引渡し）

今回の訓練では発災から引渡しまでのすべての過程をカバーできていない

訓練の内容について地域・学校・行政の間で共通理解が出来ていなかった

児童・生徒・保護者が一次避難場所をどこか知らない

訓練の目的・方法の最終確認ができていなかった

状況ごとによる適切な場所・方法の判断ができていない

訓練の終了と解散のタイミングがわからなかった

防災行政無線（固定系）の放送内容が聞こえづらかった

回覧などによる住民への訓練内容の周知が徹底されていなかった

サイレンよりも前に子ども達はすでに行動を開始していた

状況確認を指示された場所がよく分からず，時間を要してしまった

各家庭内での災害時の連絡手段が事前に決められていなかった

新年度へ向けて早期に計画（マニュアル）を作り直す必要がある

記録写真係は「広報」等の腕章があるといい

若い人が組織運営の引継ぎに消極的である

揺れ発生時の安全確保の行動についての学校教育が徹底されていない

マスコミが訓練の遂行に支障をきたした場面があった

雨の影響で現場が混乱した
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